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農 林 中 央 金 庫               
 
 

       
農林中央金庫と栃木県信用農業協同組合連合会の統合について 

 
 
  農林中央金庫（代表理事理事長 上野 博史）（以下「農林中金」という）
と栃木県信用農業協同組合連合会（経営管理委員会会長 椎名 正二）

（以下「栃木県信農連」という）は，本日，全部事業譲渡方式により最

終統合いたしました。これは，一部事業譲渡方式での統合の際に，栃木

県信農連に残置されておりました公庫等受託業務・為替決済業務等につ

きましても農林中金へ事業譲渡を行ったもので，ＪＡ信用事業系統にお

ける農林中央金庫と信農連間の最終統合として，平成 17年 10月の宮城
県信用農業協同組合連合会，平成 18 年 1 月の岡山・長崎県信用農業協
同組合連合会，平成 19年 2月の秋田県信用農業協同組合連合会に次ぎ 5
県目となるものです。 
  ＪＡバンクグループとしては，組合員・利用者の皆様の信頼と期待に
応えていくことを目的に，この事業・組織の再編・効率化を通じて，一

体的な事業運営と一層のサービスの向上を図ることにより，今後とも揺

るぎない「ＪＡバンクシステム」を確立していこうとするものでありま

す。 
以上 
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栃木県信農連との統合の概要 

 

 内  容 

統合手法 全部事業譲渡方式 

（農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による

信用事業の再編及び強化に関する法律第 24 条第 2

項に基づく） 

承継内容  

貸出金 なし 

貯金 約 350 億円 

 

要員 56 名 

統合後の宇都宮支店 人員：79 名 

調達：約 9,638 億円 

 



栃 木 県 Ｊ Ａ グ ル ー プ 
 信 用 事 業 の 概 要 

 

１． 栃木県信農連の概要 
(1) 設 立     昭和２３年８月 

(2) 会 員     正会員２７団体，准会員１８団体 

 

(3) 資本金     

(4) 役 員     

(5) 職 員     

(6) 貯 金     

(7) 貸出金     

 

２． 栃木県下ＪＡの

(1)ＪＡ数     

(2)ＪＡ組合員総数 

 

(3)ＪＡ貯金量   

(4)ＪＡ貸出金   

 

（平成１９年３月末） 

１３５億円（平成１９年３月末） 

経営管理委員１２名（会長 椎名 正二） 

 理 事３名（代表理事理事長 石川 健一） 

 監 事２名 

８２名（平成１９年３月末） 

３５０億円（平成１９年３月末） 

９億円（平成１９年３月末） 

概要 
１０（平成１９年９月末） 

個人 １６４,３２２名・団体等 ２,０８５先 
（平成１８事業年度末） 

１５，１４８億円（平成１９年３月末） 

３，７０５億円（平成１９年３月末） 



農 林 中 央 金 庫 の 概 要 
 

１． 設 立  大正１２年１２月 

        

２． 会 員  ４，４４５団体（うち農協１，０４０団体） 

              

              

３． 資本金  

 

４． 役 員  

５． 職 員  

 

６． 預 金  

        

７． 貸出金  

 

 （平成１９年３月末） 

 

１兆４，８４０億円（平成１９年３月末） 

経営管理委員１８名 （会長 宮田 勇） 

理 事   １３名 （代表理事理事長 上野 博史） 

監 事    ５名 

 

２，７４４名（平成１９年３月末） 

４１兆２，５３６億円（平成１９年３月末） 

 

１２兆８，０４４億円（平成１９年３月末） 



経 過 報 告 

 

 

～ 農林中央金庫と栃木県信用農業協同組合連合会の最終統合までの取組経過 ～ 

 

 

 

平成１４年                                        

２月 栃木県信農連理事会において，「農林中央金庫との統合計画書」を決議 

４月 栃木県信農連・農林中金間で「統合委員会」を設置し，基本合意書に調印 

５月 栃木県信農連・農林中金間で「一部事業譲渡契約書」を締結 

６月 栃木県信農連通常総会において，一部事業譲渡を決議 

６月 農林中金通常総代会において，一部事業譲受を決議 

９月 農林中金宇都宮事務所を宇都宮支店に変更 

１２月 行政庁より統合の認可 

 

平成１５年                                        

５月 一部事業譲渡方式による統合 

 

 

平成１８年                                        

  ９月 栃木県信農連・農林中金間で最終統合にかかる「現地プロジェクトチーム」 

を合同で立ち上げ 

 

平成１９年                                        

２，３月 栃木県内の全ＪＡの理事会において，「最終統合計画書」を承認 

５月 栃木県信農連・農林中金間で最終統合にかかる「確認書」を締結 

５月 農林中金経営管理委員会において，全部事業譲受を決議 

６月 栃木県信農連通常総会において，全部事業譲渡を決議 

７月 栃木県信農連・農林中金間で「全部事業譲渡契約書」を締結 

９月 行政庁より最終統合の認可 

１０月 全部事業譲渡方式による最終統合 

 


